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は、 援助依存の高さである。 教育は、多くの教員や行政官を抱え、人件費がかかる行政サービスである。従来、人件費や制度維持 ための経常支出を援助に頼ることは、当該政府自身による持続可能な開発を阻害するとして忌避されてきた。しかし、 一九九〇年代以降、 初等（基礎）教育の無償義務化という考え方が主流化すると、貧困国の政府の行財政キャパシティでは、この目標を達成することが困難であるため、経常支出にまで援助資金を供与する「財政支援」が行われるようになった。教育や保健といった社会サービスは、貧困から抜け出すための基礎であり、それなくして経済成長も産業育成もできないと言われる半面、経済成長なくしては、経常支出の多くを援助に依存した社会サービスを自国の税収
で賄えるようにはならない。初等教育の無償義務化は、教育の権利をすべての人に保障するという人権アプローチからは、前提条件と捉えられがちだが、貧困国がますます援助依存する状況を作り出しているとも言えるのであ 。　
もうひとつの懸念は、教育制度
自体に関す ものである。サブサハラ・アフリカでは、一〇〜一五年の間に就学率が二〜三倍になっている国が少なくないが、就学率測定時に学校 いた生徒が留年、退学せずに最終学年まで通学し 修了認定試験 合格するかどうかは別の問題となる。就 キャンペーンや、未就学の子どもの家庭を訪ねて親を説得すると った方策で、就学率を一時的に上げることは比較的容易であるが、その子どもちを学校に定着させ、さらに、小学校のカリキュラムで学ぶべき内容を身に付けて卒業に至 には、様々な条件が揃わなければならない。教室や教員の数が不足し、机もなく、教室の床に生徒がすし詰めに座っている場面を筆者はしばしば目にし きた。一人の教員が複数の学年を同時に える複式学級も多い。また、教科書が一人一冊ずつないため、何人かで一冊 緒に見ていることも少なく い。急激な生徒数の増加は 教員数の不足
を招き、速成で養成された教員は、学校現場に配置されても、授業を行うのに十分な能力が備わっていないことが少なくない。　
量の拡大のつぎは質の向上だ、
とは多くの人が言うことだが、質の向上には、施設や教材、教員数の充足 いった物的投資から、教員訓練と教授法アドバイス、学校運営体制の強化、カリキュラム内容の適正化、 いった技術的、制度的な側面もある。また、親が子どもの就学を支援しなければ子どもは学校に来られないため、親やコミュニティが教育に積極的に関わるように働きかける必要もある。親が、子どもに家事や農作業を手伝わせる必要がある貧しい家庭どでは、経済レベルの向上も、教育を促進する要因になる。そう考えると、量的に増えた初等教育を質的に担保し、子どもが学校 いた時間を無駄にせず 必要な知識を身につけるためには、教育制度のあらゆる側面を強化しなければならないだけでなく、親や社会との関わりも考えていかなければらないのである。アフリカの貧困国において、こうし 条件 短期的に整備することは容易ではない。また、教育制度 強化のためには、財政的裏付けも必要だ いう点 、この問題は ひとつ目に挙げた援
助依存、財政負担能力の問題にも密接に関わっている。　
さて、初等教育が拡大すると、









s[2004 ﹈ ） 。では、基礎教
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業率が高いといっても、その背景にある問題は二極化してい 。一方では、グローバル経済に組み込まれた貿易関連経済の発展が望まれ、また、学校教育がマス化す ばするほど、こうした近代セクターでの就業を望ん 、なかなか仕事に就かないケースが増える。政府も、最新の高等技術の教育に投資する志向が強い。しかし 実際 は、そのような人材を雇用する可能性がある大企業は労働市場の数％を占めるに過ぎず、さらに、大企業は企業内研修で技術訓練するため学校で受けた就業前の教育を必要としないこと よくある。南アフリカのような中進国では、工学系の学部を卒業しても、エンジニアとしての雇用は修士以上の学位がなければ難しく、学士は管理部門で採用されることが多く っている（山田［二〇〇八﹈ ） 。他方 もうひとつの極として、スキルアップを必要とし つも、経営基盤が脆弱で教育・訓練に投資す 主体的インセンティブが働きにくい中小企業には教育・訓練サービスが行き届かないという問題 生じてい
る。 （
D




aan [2002: 10-12] ） 。このように





アプローチも多岐にわたる。それらは、就業前に、主に学校教育・訓練機関において実施されるものや、就業後 企 内訓練として行われるもの、中小、零細企業の人材育成を行う民間の教育・ 機関やノンフォーマル教育プログラムもある。伝統的な徒弟制度、実習と学校教育・訓練を組み合わせたデュアル・システム ど、プログラム提供の方法も様々である。また、特に決められたトレーニングを受けなくても、近隣の同業者などから見よう見まねで技術を習得するといったケースもある。　
必要とされる技術の多様性や変
































知識や技能と就学は直結しない。その一方で、サブサハラ・アフリカの町から遠い農村でも、子どもの学校教育に対する人々の思いが非常に強いことに驚くことは少なくない。実際には、都市部以外では、親が非識字者であるという例は多く、親に就学経験がない場合は、子どもが学校に行って何を学ぶかも具体的には分かっていない。それでも学校にこだわるのは、 こで学ぶ知識そのものよりも、学校に行ったことによって、そ 後 人生において、生活の質や収入が向上するという漠然 した期待感があるからかもし ない。●おわりに　
学校教育とは極めて国家的プロ
ジェクトであり、とき イデオロギー伝達の手段にすらな が、サブサハラ・アフリカでは、その学校教育制度を普及させるためにも援助に依存せざるを得ない国も多い。グローバル社会では、教育制度間の違いが減って、標準化され



































































] Training for 
W

























7 アジ研ワールド・トレンド No.185 （2011. 2）
アフリカの教育と開発 ―学校教育と知識・技能習得の間
